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第 7
 

章

国内・国外の事例について

要点

• アライグマの原産地はメキシコ、アメリカ合衆国、カナダである。

• 原産地では、アライグマは重要な狩猟獣であり、アメリカだけで毎年数百万頭が捕

獲されている。

• 生活被害や農業被害をもたらす有害獣や人畜共通感染症のホストとしても、捕獲さ

れている。

• アライグマは、鳥類やウミガメの集団営巣地で強い食害を与えているために、捕獲

されている事例もある。

・ 外来哺乳類による農業被害、生態系被害は、全世界で発生しており、根絶や個体数

密度の抑制の対策が数多く行われている。

• 成功した根絶プロジェクトとして、大規模なものはイギリスにおけるマスクラット、

ヌートリアの根絶があるが、多くは島嶼や小面積の保護区で行われたものである。

・ アライグマは、ヨーロッパ、中米にも移入されている。狩猟対象となっている一方、

一部は農業被害や感染症の予防のために捕獲されている。

・ 根絶が理想的な管理方法であるが、実際は実現可能性、費用対効果の観点から個体

数密度の抑制を目標としている管理プログラムもある。

• 日本への移入は 1960年代に始まり、近年急激に分布を拡大している。

• 分布の拡大とともに甚大な農業被害や生活被害を及ぼしている。また捕食・競争に

よる生態系への影響も懸念されている。

• このため、各都道府県、市町村で対策が進められはじめている。

7-1. 国内外のアライグマ管理の現状

(1)原産地

〈分布•生態〉

アライグマの原産地はメキシコ北部、アメリカ合衆国全域、カナダ南部である [10]。

分布の北限は、 18世紀には合衆国南部であったが、現在はカナダ南部まで北上した。

その原因は、農地の拡大が春季の餌資源を増やし、死亡率が低下したためと推測されて

いる [26]。生息数も増加し、 1980年代の北米での個体数は 1930年代の 15-20倍と推測

されている [37,38]。
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アライグマのメスは生まれた年の冬には繁殖を始め、同腹子数も最大 8頭と多い。生

まれた年の秋から翌年には親の元を離れ、数キロ～数百キロの長距離分散をする

[18, 38]。このため、何らかの制限要因がなければ、急速に増加、分布拡大することが

できる。生息密度は餌資源が豊富で狩猟が行われない市街地域で高く、特に都市部の森

林公園周辺では 100頭/k而以上に達することも多い[4, 34, 36]。郊外では農村部で高い

が、連続した森林地域では低い。資源の乏しい地域では 1頭/k而以下になりうる [36]。

〈狩猟〉

アライグマは、北米大陸で経済的にもっとも重要な毛皮獣であり、古くからヨーロッ

パにも輸出されてきた。 1960'"'-'90年代にも毎年約200'"'-'510万頭／年捕獲され、年間9000

万 US$もの収入を生み出してきた [9,10, 36]。このため狩猟は、郊外でのアライグマの

最大の死亡要因となっている。飼育下のアライグマは、 20歳まで生きることもあるが

[27]、狩猟が行われている地域の野外個体群の平均年齢は 2歳以下にとどまっている

[10, 35, 39]。

しかし、狩猟が生息密度に与える効果については議論が分かれる。 Johnson(1970) 

は、犬を使った猟はアライグマの個体数密度を減少させるのに効果的であったと報告し

ているが、 Hodges(2000) , Zeveloff (2002) , Gehrt (2003) らば懐疑的である。地

域個体群の半分を狩猟されるほどの高い捕獲圧にさらされても、その分繁殖率が上昇し、

すぐに個体数密度を回復するという報告もあり [39]、狩猟の有無で、個体数変動パター

ンに大きな違いが見られないという報告もある [10]。

80年代末からは、アライグマは経済的な利益を生み出す動物というよりも、有害動

物、人畜共通感染症のホストとして社会的なコストを生み出す動物と考えられるように

なってきた[10]。

〈生活被害・農業被害管理〉

主要な有害動物の一つであり、ゴミ漁り、住居への侵入など様々な被害をもたらして

いる [36]。またスイートコーン、メロンなどの農業被害も大きい。このためイリノイ小卜1

では 1.4万頭 (1994年）、シカゴ地方では 1.8万頭 (1999年、 100万US$以上の費用）

が有害獣として処理されるなど、膨大な社会的コストがかかっている。

アライグマによる被害の軽減のために、さまざまなパンフレットが発行され、農耕地

への電気柵等の設置、住宅への侵入路の封鎖や網の設置などの防除法が用いられている

[2, 6, 36]。有害個体の捕獲法としては箱ワナ、はさみワナのほか、犬や猫などの錯誤捕

獲を防ぐために樹上に設置するタイプのはさみワナ"Raccoon Box"なども用いられ

ている [2,6]。捕獲した個体は、かつては移動放獣されることもあったが、結果的に狂

犬病の拡大につながったため、現在では好ましくないと考えられている [36]。狩猟圧の

低いオンタリオ小卜I(カナダ）では地域個体群の 3%を除去しても生息密度は上昇し続け、

約 20%で安定、苦情件数を減らすためには 30%以上を除去することが必要と結論づけら
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れた[36]。

〈感染症管理〉

アライグマは狂犬病、アライグマ回虫などの人畜共通感染症、イヌジステンパーなど

家畜との共通感染症のホストとなっている [36]。

狂犬病は発症後、狂躁状態→全身麻痺→死亡に至る病気で、予防法や潜伏期間中の治

療法はあるが、発症後の治療法は存在しない。治療費も、一人あたり約 1500US$と高

価である [10]。日本では 1956年に人、動物（おもに犬）ともに根絶することに成功し

ているが、北米では依然として毎年感染例があり、アライグマは、その 50%を占める [29]。

アライグマの狂犬病の感染は、以前はフロリダ州に限られていたが、人為的移動によっ

て 1980年代以降北に分布が広がりつつある（～オハイオ州） [36]。東海岸の都市部で

は3,4年おきに流行して、個体数が大きく減少するほど高い感染率に達している [35]。

また、北米の野外個体群では、アライグマ回虫 (Baylisascarisprocyonis) の感染

率も 20-80%と高く、注意が喚起されている [36]。アライグマ回虫は、感染したアライ

グマの糞に汚染された土壌を口に含むことによって人間にも感染する（感染例はほとん

ど小児）。回虫はアライグマに対してはほとんど無害だが、人間など他の動物に感染し

た場合は成虫段階までに生育できず、体内各所に移動して、中枢神経障害の原因となり、

人を死亡させることもある [25]。

都市・郊外地域におけるアライグマの高密度化は、感染症の流行をもたらす危険性が

高く、イリノイ小卜I(合衆国）、オンタリオ小卜I(カナダ）など多くの地域で個体数管理が

図られている[4, 9]。オンタリオ州は狂犬病の拡大を防ぐため、狂犬病が発生した地点

から 5km以内の範囲でのアライグマの根絶、 J小I境付近で野生個体の捕獲→狂犬病ワク

チンの接種→放獣を行う管理プログラムや、経ロワクチンの空中散布などを実施してい

る[4, 36]。

〈生態系被害〉

アライグマの分布拡大や人為的移入にともない、在来野生動物に影響を与えている事

例も報告されている。アメリカの中西部では、多くの野生鳥類の卵を捕食し、その減少

の一因になっているという主張もある [9]。特に地上営巣性水鳥などの鳥類や海亀の集

団営巣地では、卵を捕食して大きな影響を与えている事例が多い[9,36]。アライグマの

食性研究をレビューした Johnson(1970)によれば、ほとんどの地域のアライグマは、

鳥やその卵をわずかにしか捕食していないが、 Greenwood(1981) は、水鳥の集団営

巣地周辺の個体群では 3割前後の個体が、鳥やその卵を捕食していることを報告してい

る。このため海鳥や海亀の集団営巣・産卵地の保護区の一部では、電気柵による保護や、

アライグマの捕獲を行っている [10]。
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(2) 日本以外の移入先での状況

アライグマは 1930年代に毛皮獣としてヨーロッパに移入され、ロシア、デンマーク、

ドイツ、ルクセンブルク、フランスなどに分布している [10,1133, 36]。また、中米のバ

ハマ諸島でも移入された個体群が拡大している [8]。これらの個体群は、鳥類をはじめ

とする在来種に対する影響や、狂犬病、アライグマ回虫の媒介者としての危険性が懸念

されている [8]。 ドイツでは、アライグマ回虫の人への感染例が知られている。

アライグマは、 ドイツでは現在でも主な狩猟対象動物の一つであり、年間 16,000頭

(2001年）捕獲されている [11]。デンマークでは駆除すべき外来種として通年の狩猟

が許可され[33]、バハマでも根絶プログラムが検討されている [8]。

(3) 日本における状況

〈分布〉

国内におけるアライグマの野生化は 1962年に岐阜県で始まったとされ、その後、 1970

年代後半のテレビ番組の影響などで多数輸入・飼育された個体の逃亡や意図的な放獣に

よって各地で野生化したと考えられている [31]。2007年には 46都道府県からアライグ

マの生息の情報が得られている。

〈被害〉

日本国内ではすでに 28種の外来哺乳類が知られているが[31]、アライグマはハクビ

シン、ヌートリアとならんで農作物への加害が顕著であり、 2007年度には全国で約

3000ha, 約 2億 1100万円の被害総額と集計されている（表 1)。ハクビシン、ヌートリ

アの野生化は戦前からである [31]ことと比較すると、急速な増加といえる。報告されて

いる被害農作物はスイートコーン メロン、イチゴ、スイカなどが多い[17,20]。また

越冬・繁殖のために家の屋根裏や空家への侵入し、被害を与えるケースも多い[31]。

表 1 2007 年度全国の外来哺乳類による農業被害面積•金額

（農林水産省 HPより）。小数点以下四捨五入。

動物種 被害面積 被害金額

ハクビシン 0. 7 (千 ha) 251 (百万円）

アライグマ 0. 3 (千 ha) 221 (百万円）

ヌートリア 0.6 (千 ha) 124 (百万円）

また、アライグマを原産地から移入する際、狂犬病およびアライグマ回虫の感染個体

も混入し、日本での流行を引き起こすことも懸念されている。アライグマ回虫はこれま

でのところ野外個体群からは見つかっていない[25]ものの、 1993年に国内の 23動物園

で飼育されているアライグマ 184頭のうち 71頭 (40%) に寄生が確認されている [30]。

さらに高い捕食圧から生態系への影響も懸念されている。初期は分布の拡大パターンか
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ら考えて農耕地周辺でのみ生息していると考えられてきたが、次第に自然生態系の中で

の生息も知られるようになってきた。 北海道ではニホンザ リガニや工ゾサンショウオの

捕食やサギの営巣コロニーを加害し、崩壊へ至らせたと考えられる例が報告されている

[31]。神奈川県でも絶滅危惧種のトウキョウサンショウオが捕食され、個体数減少の可

能性が指摘されている [20]。またタンチョウやシマズクロウなどの生息地でも目撃され

るようになり、卵の捕食、巣穴をめぐる競争などの影響が懸念されている [31]。

〈捕獲〉

アライグマは、狂犬病の媒介者と して、 1999年に狂犬病法の対象動物に指定され、

輸入時の検疫が義務付けられた。さらに 2005年には「特定外来生物による生態系等に

係る被害の防止に関する法律」（外来生物法、 2004年に成立）による「特定外来生物」

に指定され、輸入、飼育等が規制され、放逐も禁止された。

国内ですでに野生化した個体群に対しては、 1994年に狩猟獣に加えられ、有害捕獲も

進められている。2004年度には全国で 3903頭が捕獲され（表 2)、その内訳は狩猟 221

頭、有害捕獲 2952頭、学術捕獲 730頭であった[21,22, 23]。現在国内では毛皮獣猟は

盛んでないこともあって狩猟目的の捕獲は少なく、 2004年時点では捕獲のほとんどは

有害捕獲によってなされている。同様に捕獲頭数の多いタイワン リス、ヌートリア、 マ

ングースは 1, 2の都道府県で大部分が捕獲されているのに対し、アライグマの捕獲は

ハクビシンと同様、全国に及んでいる。

表2 国内の主要な外来種捕獲頭数（狩猟＋有害捕獲＋学術捕獲）

動物種 2002 2003 2004 
2004年に捕獲さ

捕獲数の多い都道府県
れた都道府県数

タイワンリス 4976 6853 6037 7 長崎が8割
ヌートリア 1855 4400 4840 11 岡山が5割

アライグマ 2227 3017 3903 23 北海道、神奈川、和歌山
マングース 2152 3798 3477 2 鹿児島、沖縄のみ
ハクビシン 1055 1575 1892 27 千葉、神奈川、長野
ヤギ 51 428 155 2 東京、長崎のみ

アライグマはこれまで日本に侵入した外来哺乳類のうち、ごく最近になって広がった

種類でありながら、著しい農業被害や生活被害を引き起こしており、放置すれば将来さ

らに被害が拡大する と予想されている。さらに人畜共通感染症の潜在的ホストであり、

生態系へのインパクトも大きいと考えられている。このため環境省では 2005年に 「関

東地域アライグマ防除モデル事業」、「近畿地方アライグマ防除モデル事業」を立ち上げ、

各地域でのアライグマ分布・被害状況の把握を行うとともに、効果的な防除手法の開発、

周知を図っている。
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7-2. 各国の外来哺乳類対策の事例

(1)個体数密度の抑制⇔根絶

人間の意図的、非意図的移動により外来哺乳類はすでに全世界に及んでおり、そのう

ちいくつかの種類は、農業や在来生態系に深刻な影響をもたらしている。例えばニュー

ジーランドでは外来種の対策費で年間 4.2億us$かかっているという [15]。このため、

新たな移入に対する規制が厳しくなる一方、駆除による根絶、または個体群密度の抑制

が試みられていることも多い。

外来種の管理計画が、「根絶」と「個体数密度の抑制」のどちらかを目標とすべきか

については議論がある。地域からの完全な根絶は元来の生態系を回復し、将来のコスト

をゼロにすることができる点で理想的な管理方法である [7]。これまで行われ、成功を

収めることができた最大規模の根絶プロジェクトは、イギリスにおけるヌートリア根絶

プロジェクトで、 27年間の歳月をかけ、最大 20万頭と推定されていた野外個体群を完

全に除去した[12](Box4参照）。しかし、個体数を低密度にした後、完全に除去するま

でに著しくコストがかかり、にもかかわらず少数の個体が残ったり、新たな移入があっ

たりすると、プロジェクト終了後に急速に個体群を回復させ失敗に終わってしまう事例

も多い。 Bamford&〇'Brien(1995)は根絶を成功させるために必要な以下の 6条件を

挙げている。

1. 全個体群で除去率が増加率を上回ることができる（低密度になったときも）。

2. 他の地域個体群、飼育個体群からの新たな移入を 0にできる。

3. すべての繁殖個体を捕獲することができる。

4. 個体群密度を、非常に低くなったときでも推定することができる。

5. 長期的な費用対効果が個体数密度の抑制を上回る。

6. 根絶プログラムが社会的に受容される。

実際、イギリスにおけるカイウサギやアメリカミンク、ニュージーランドにおけるオ

コジョなど、これらの条件を満たすことができず、失敗・放棄された根絶プログラムも

ある [28,33]。このため現実には個体数密度の抑制プログラムが選択されていることも

多い。 Bomford&〇'Brien(1995)や青柳 (2003)は、現実的なロードマップを示さずに

全面的な根絶を謳う管理計画は、費用対効果を示すことができず、結局は個体数密度の

抑制や、部分的な根絶すら達成できない可能性があると批判している。一方で、Bomford

&〇'Brien(1995)はニュージーランドの国立公園法やオーストラリアのウサギ管理計

画のように、捕獲事業のモチベーション維持のために根絶が謳われることも認めている。

本来、どんな管理計画でも、初期には、増加率等の基本的な個体群パラメータが分か

らず、実現可能性のある根絶プログラムを立てることは不可能である。一定規模の捕獲

事業を進めていく中ではじめて、増加率等の個体群パラメータや捕獲効率、費用等が把
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握できる。それに基づいて、費用対効果の観点から、個体数密度の抑制か根絶のいずれ

が妥当であるか検討することができる。

(2)個体数密度抑制プログラムの具体例

外来種の個体数密度の抑制は、猟期を設けず通年の捕獲が可能なように狩猟規制を弱

めたり（デンマークにおけるタヌキやアメリカミンク、ラトビアにおけるタヌキ）、狩

猟者に一定の捕獲を義務付けたり（モルドバ）、個人による捕獲に対して補助金を出すこ

とによって行われている [33]。

アメリカのルイジアナ小卜1では、ヌートリアは南米原産であるが毛皮獣として利用され

ており、 1960-70年代には毎年 120万ー180万頭が捕獲されていた。 90年代に入り毛皮

価格の下落によって捕獲数が少なくなると、淡水湿地の食害や水路の破壊が進んだ。こ

のため小卜1政府は、ヌートリアの捕獲に補助金を出したり、肉の販売を促進したりしてそ

の回復に努め、 2003-2004年の間に 346人の協力者によって 33万頭を捕獲し、植生の

回復と水路の維持費の大幅な削減に成功した[19]。ヌートリアは、西ヨーロッパにおい

ても農業被害や水路の損壊を起こし、捕獲が進められているが、根絶は困難として個体

数管理を目標としている国が多い[5]。

(3)根絶プログラムの具体例

前述のように、根絶は達成することが困難な管理方法である。特に、低密度になった

ときに、残った個体を探索するのは困難で、わな猟と犬猟の併用 [19]や、群れを作る性

質の動物の場合は、一部の個体に電波発信機つけて群れを探索するなど、高度な技術が

必要とされることが多い。これまでの根絶成功例のほとんどは、小さな島嶼か、空間的

に限定された保護区内の個体群を対象としたものである。これらの個体群は、面積が限

られているため根絶しやすく、また代替不可能な固有種が多いため、根絶の費用対効果

が高い。アメリカミンク、キツネ、ネズミ、野生化ヤギ、野生化ネコなどの例が知られ

ている [7,32, 33]。特に、野生化ヤギの根絶は、経験の蓄積と技術的進歩によって、比

較的大きな島 ('"'--'361km叫 '"'--'4万頭）でも成功するようになってきた。野生化ネコの根

絶も、面積 290k而の島での成功例（ニュージーランド）がある [33]。日本においては、

小笠原のいくつかの島で、野生化ヤギの根絶 (1997年～）に成功したほか、奄美大島

でのマングースの根絶 (2000年～）、石川県七ツ島大島でのカイウサギ根絶 (1990年～）

プロジェクトなどが進められている [31]。

イギリスにおける、マスクラットとヌートリアの根絶は、数少ない大面積での根絶成

功例である [13] (BOX4参照）。これらの動物は、移動能力が低いため根絶されやすかっ

たと考えられていて[3]、現在は合衆国 Mayland1小Iの Delmarva半島でもヌートリア

の根絶プログラムが実施されている。根絶は、まず半島内の Blackwater国立保護区で

始められ、 2002-2003には、専業の従事者 15人によって 8300頭が駆除された[19]。
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BOX4 イギリスにおけるヌートリアの根絶成功の経緯

(1962年-89年）

(Gosling 1989, Gosling & Baker 1989) 

南米を原産とするヌートリアは、経済的価値の高い毛皮獣として、 1880年代のフラ

ンスヘの導入を初め、ヨーロ ッパ、北米、アジア各国に導入され、野生化 した。また、

水路をふさぐ水生植物の除去に役立つと考えられ、人為的に放獣されることもあった。

イギリスには 1920年代に導入され、 40年代には野生化していた。野生化したヌートリ

アは、急速に個体数を増やし、 1950年代末には、イギリス全土で 20万頭が生息してい

ると推定された。ヌート リアは水路や）IIの土手に穴を開け、様々な農作物被害を与える

ようになった。また、河畔のヨシ湿地帯を荒廃させ、在来水生植物の一部が希少となっ

た。

このため、 1962年に駆除が開始された。しかし、厳冬などで個体数の激減があったり、

1971年,-.._,79年の間に、約 4万頭を捕獲したものの、繁殖能力が高いヌートリアの個体

群の回復を防げず、失敗を重ねた。改めて根絶に必要な努力量を推定するため、 Yare

川の流長約 30kmの範囲で集中的な捕獲を行い、 3人のワナ猟師チームが 6年間で根絶

に成功した (1970年代）。この中で、ヌートリアの効果的な駆除に必要な様々なデータ

を取ることができ、イギリス全土のヌー トリ アを根絶するために必要な努力量が計算さ

れた。また捕獲法の改良も進んだ。1980年に、新たな駆除組織が作られ、 24人の専属

ワナ猟師、 3人の監督者、 250万ポンド（当時の為替レートは 1ポンド 250,......,700円と

変動している）の予算による根絶プロジェクトが始まった。1989年、最後のヌートリ

アが捕獲されてから 21ヶ月間何の痕跡も見つからず、イギリス全域からの根絶が完了

した。

（坂田宏志）
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